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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第37期

第２四半期
連結累計期間

第38期
第２四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 11,347,796 13,776,675 21,930,834

経常利益 (千円) 2,927,637 3,708,458 5,727,562

四半期(当期)純利益 (千円) 1,700,136 2,062,972 3,078,682

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,165,026 2,312,424 3,251,417

純資産額 (千円) 32,784,253 35,190,937 33,374,496

総資産額 (千円) 234,135,826 291,494,412 277,943,628

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 102.83 124.78 186.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 14.0 12.1 12.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 7,735,187 4,451,034 14,124,869

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △16,091,206 △17,159,902 △60,985,297

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 8,141,256 12,201,596 46,948,463

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,049,672 1,944,785 2,433,238
 

 

回次
第37期

第２四半期
連結会計期間

第38期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 54.93 61.85
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日～平成26年９月30日）の我が国経済は、消費税率引き上げに伴う

駆け込み需要の反動がみられましたが、基調的には緩やかな回復を続けました。しかしながら、足許の景気動向を

みますと、消費税率引き上げの影響、急激な円安、欧米経済の先行き不透明感、新興国・資源国の経済動向など、

さまざまなリスクを抱えているのも事実です。こうした点を十分踏まえ、事業を取り巻く環境の変化には引き続き

注視していく必要があります。　

賃貸オフィスビル市場の動向をみますと、東京都心５区の空室率が当第２四半期連結累計期間中に６％台後半か

ら５％台後半まで低下するなど、需給は着実に改善しております。賃料も下げ止まり、概ね横這いで推移しており

ますが、東京都心５区の募集賃料が小幅ながら上昇に転じるなど、一部に改善の兆しも窺われます。

　ホテル業界におきましては、景気の回復や来日外国人の増加を背景に需要は底堅く推移しており、稼働率、客室

単価とも回復しております。

　ゴルフ場業界におきましては、一部に需要が戻る動きもみられますが、その水準はなお低く、今後もゴルフ場間

の厳しい競争激化が続くものと認識しております。

 

当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、売上高は13,776百万円（前年同四半期11,347百万円　前

年同四半期比21.4％増）、営業利益は4,269百万円（前年同四半期3,412百万円　前年同四半期比25.1％増）、経常

利益は3,708百万円（前年同四半期2,927百万円　前年同四半期比26.7％増）、固定資産除却関連損により特別損失

を計上しましたが、四半期純利益は2,062百万円（前年同四半期1,700百万円　前年同四半期比21.3％増）となりま

した。

 

 

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。　

 

①不動産事業

当第２四半期連結累計期間は、既存物件において、賃料引き下げ及び退去の防遏に努めつつ、新規入居獲得にも

注力しました。さらに国内外の新規取得物件が寄与したことに加え、住宅分譲等もあり、売上高は10,795百万円

（前年同四半期8,322百万円　前年同四半期比29.7％増）、営業利益は3,643百万円（前年同四半期3,174百万円　前

年同四半期比14.8％増）となりました。
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②ホテル事業

当第２四半期連結累計期間は、既存ホテルで前年同四半期に比べ稼働率は低下したものの客室単価が向上し増収

増益となりましたが、建て替えのための閉店、及び新規ホテルの創業赤字等により、売上高は2,726百万円（前年同

四半期2,741百万円　前年同四半期比0.6％減）、営業利益は624百万円（前年同四半期802百万円　前年同四半期比

22.2％減）となりました。

 

③ゴルフ事業

当第２四半期連結累計期間は、単価が前年同四半期に比べ下落したものの、来場者数の増加により、売上高は349

百万円（前年同四半期335百万円　前年同四半期比4.1％増）、コスト削減等もあり、営業利益は42百万円（前年同

四半期28百万円　前年同四半期比51.3％増）となりました。

 

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結累計期間末の資産合計は、291,494百万円となり、前期末比13,550百万円の増加となりました。

これは、オフィスビル取得等により有形固定資産が前期末比14,477百万円増加したこと等によるものです。

当第２四半期連結累計期間末の負債合計は、256,303百万円となり、前期末比11,734百万円の増加となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間末の借入金残高は前期末比12,726百万円増加いたしました。

当第２四半期連結累計期間末の純資産合計は、35,190百万円となり、前期末比1,816百万円の増加となりました。

これは、利益剰余金が1,566百万円増加したこと等によるものです。

 

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により4,451百万円

増加、投資活動により17,159百万円減少、財務活動により12,201百万円増加した結果、前期末に比べ488百万円減少

し、1,944百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益3,336百万

円、非資金項目である減価償却費2,209百万円、受入敷金保証金の増加793百万円等による資金の増加があった一方、

法人税等の支払い1,746百万円等がありました。この結果4,451百万円の資金の増加（前年同四半期比3,284百万円の減

少）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出17,173

百万円等がありました。この結果17,159百万円の資金の減少（前年同四半期比1,068百万円の減少）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出17,071百

万円がある一方、主に有形固定資産取得のための長期借入れによる収入26,342百万円等がありました。この結果

12,201百万円の資金の増加（前年同四半期比4,060百万円の増加）となりました。

EDINET提出書類

常和ホールディングス株式会社(E04084)

四半期報告書

 4/21



 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

 

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

(6)従業員数

当第２四半期連結累計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

 

 

 

(7)生産、受注及び販売の実績

当社グループにおいては受注生産形態をとらない事業活動がほとんどであります。

当第２四半期連結累計期間において、販売実績の著しい変動はありません。

 

 

(8)主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。また、新たに確定した重要な設備の

新設、除却等の計画はありません。

 

 

(9) マーケット環境及び事業戦略について

当社グループを取り巻く環境をみますと、賃貸オフィスビル市場では、空室率が低下するなど、需給は着実に改善

しております。賃料も下げ止まり、概ね横這いで推移しておりますが、都心の募集賃料など一部に改善の兆しも窺わ

れます。ホテル業界では、需要は底堅く推移しており、稼働率、客室単価とも回復しております。ゴルフ場業界で

は、一部に需要が戻る動きがみられますが、その水準はなお低く、今後もゴルフ場間の競争激化が続くものと認識し

ております。

こうした経営環境の中、当社グループでは、中期経営計画（計画期間 平成25年度～平成27年度、平成24年12月14日

公表）を全力で推進し、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益、全項目で中期経営計画の１年前倒し達成を計画

しており、さらなる企業価値の向上を目指してまいります。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,533,000 16,533,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 16,533,000 16,533,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年９月30日 ― 16,533,000 ― 7,838,744 ― 7,754,150
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

共立㈱ 東京都中央区日本橋二丁目２番16号 1,476,000 8.92

新日鉄興和不動産㈱ 東京都港区南青山一丁目15番５号 1,383,000 8.36

日東紡績㈱　　　　 福島県福島市郷野目字東１番地 1,301,700 7.87

須賀工業㈱ 東京都台東区上野五丁目18番10号 1,136,400 6.87

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 925,500 5.59

興銀リース㈱ 東京都港区虎ノ門一丁目２番６号 883,000 5.34

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 755,800 4.57

藤田観光㈱ 東京都文京区関口二丁目10番８号 722,000 4.36

東光電気工事㈱ 東京都千代田区西神田一丁目４番５号 640,000 3.87

㈱第一ビルディング 東京都中央区京橋二丁目４番12号 520,000 3.14

計 ― 9,743,400 58.93
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式　　　  200

完全議決権株式(その他) 普通株式　16,531,200 165,312 ―

単元未満株式 普通株式 　　　1,600 ― ―

発行済株式総数 16,533,000 ― ―

総株主の議決権 ― 165,312 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
常和ホールディングス株式会社

東京都中央区八丁堀二丁
目10番９号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間における役員の異動はございません。

　なお、当社は執行役員制度を導入しており、執行役員の異動は次のとおりであります。

(1) 新任執行役員

 

地位 氏名 担当 就任年月日

執行役員 川村　正子 企画部門副担当 平成26年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,433,238 1,944,785

  受取手形及び売掛金 548,220 2,028,541

  商品 3,212 5,405

  販売用不動産 2,490,321 880,128

  原材料及び貯蔵品 13,549 15,111

  繰延税金資産 367,758 447,731

  その他 791,014 546,649

  貸倒引当金 △281 △296

  流動資産合計 6,647,035 5,868,056

 固定資産   

  有形固定資産   

   信託建物及び信託構築物（純額） 66,459,497 70,782,464

   土地 17,963,803 19,171,397

   コース勘定 1,489,299 1,489,299

   信託土地 137,357,006 144,225,666

   建設仮勘定 1,844,111 2,699,719

   その他（純額） 18,162,676 19,385,587

   有形固定資産合計 243,276,394 257,754,134

  無形固定資産 11,290,205 11,305,386

  投資その他の資産   

   投資有価証券 15,762,007 15,575,521

   繰延税金資産 72,636 74,433

   その他 905,754 926,805

   貸倒引当金 △10,405 △9,925

   投資その他の資産合計 16,729,992 16,566,834

  固定資産合計 271,296,593 285,626,355

 資産合計 277,943,628 291,494,412
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,531 2,756

  短期借入金 27,166,280 30,621,920

  1年内返済予定の長期借入金 36,766,668 45,794,192

  未払法人税等 1,677,939 1,171,012

  賞与引当金 109,924 118,723

  本社移転損失引当金 44,574 -

  ポイント引当金 5,331 5,091

  株主優待引当金 39,192 31,204

  その他 4,601,358 3,294,503

  流動負債合計 70,413,801 81,039,403

 固定負債   

  長期借入金 158,241,113 158,484,175

  繰延税金負債 2,319,455 2,391,488

  役員退職慰労引当金 359,758 400,960

  環境対策引当金 193,741 193,741

  退職給付に係る負債 717,126 686,036

  受入敷金保証金 12,299,506 13,094,045

  その他 24,630 13,624

  固定負債合計 174,155,330 175,264,071

 負債合計 244,569,132 256,303,474

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,838,744 7,838,744

  資本剰余金 7,754,150 7,754,150

  利益剰余金 14,310,581 15,877,570

  自己株式 △376 △376

  株主資本合計 29,903,099 31,470,088

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,630,690 3,483,722

  為替換算調整勘定 △159,293 237,126

  その他の包括利益累計額合計 3,471,397 3,720,848

 純資産合計 33,374,496 35,190,937

負債純資産合計 277,943,628 291,494,412
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 11,347,796 13,776,675

売上原価 6,487,875 7,863,288

売上総利益 4,859,921 5,913,387

販売費及び一般管理費   

 販売手数料 4,107 3,968

 広告宣伝費 14,281 17,442

 役員報酬 254,267 276,014

 給料及び手当 366,621 443,651

 賞与引当金繰入額 67,735 82,978

 退職給付費用 17,284 21,393

 役員退職慰労引当金繰入額 43,211 50,144

 株主優待引当金繰入額 29,379 20,715

 その他 650,826 727,491

 販売費及び一般管理費合計 1,447,716 1,643,799

営業利益 3,412,205 4,269,587

営業外収益   

 受取利息 258 125

 受取配当金 211,596 246,763

 その他 60,420 23,041

 営業外収益合計 272,275 269,930

営業外費用   

 支払利息 749,937 829,193

 その他 6,906 1,865

 営業外費用合計 756,844 831,059

経常利益 2,927,637 3,708,458

特別利益   

 固定資産売却益 - 23,990

 保険差益 - 5,209

 特別利益合計 - 29,200

特別損失   

 固定資産除却関連損 62,461 400,967

 特別損失合計 62,461 400,967

税金等調整前四半期純利益 2,865,175 3,336,691

法人税、住民税及び事業税 1,127,189 1,246,161

法人税等調整額 37,849 27,557

法人税等合計 1,165,039 1,273,718

少数株主損益調整前四半期純利益 1,700,136 2,062,972

少数株主利益 - -

四半期純利益 1,700,136 2,062,972
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,700,136 2,062,972

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 464,890 △146,968

 為替換算調整勘定 - 396,419

 その他の包括利益合計 464,890 249,451

四半期包括利益 2,165,026 2,312,424

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,165,026 2,312,424

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
 

EDINET提出書類

常和ホールディングス株式会社(E04084)

四半期報告書

13/21



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,865,175 3,336,691

 減価償却費 1,713,465 2,209,709

 賞与引当金の増減額（△は減少） 4,148 8,798

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △55,224 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △31,089

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 27,743 41,201

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,400 △464

 本社移転損失引当金の増減額(△は減少) - △44,574

 ポイント引当金の増減額（△は減少） △79 △240

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △6,549 △7,988

 受取利息及び受取配当金 △211,855 △246,889

 支払利息 749,937 829,193

 有形固定資産売却損益（△は益） - △23,990

 固定資産除却関連損 62,461 400,967

 売上債権の増減額（△は増加） 94,483 △1,727,343

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,267,897 1,609,635

 匿名組合出資金の増減額（△は増加） △29,635 -

 仕入債務の増減額（△は減少） 283 224

 未払費用の増減額（△は減少） 13,086 46,300

 未収消費税等の増減額（△は増加） 856,132 222,464

 受入敷金保証金の増減額（△は減少） 1,530,404 793,426

 その他 203,577 △627,024

 小計 9,081,053 6,789,009

 利息及び配当金の受取額 211,855 246,889

 利息の支払額 △784,354 △838,767

 法人税等の支払額 △773,366 △1,746,095

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,735,187 4,451,034

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △16,050,459 △17,173,613

 有形固定資産の売却による収入 - 107,426

 無形固定資産の取得による支出 △48,149 △93,523

 貸付金の回収による収入 1,675 200

 貸付けによる支出 △150 △200

 その他 5,878 △192

 投資活動によるキャッシュ・フロー △16,091,206 △17,159,902

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,907,640 3,455,640

 長期借入れによる収入 24,176,000 26,342,500

 長期借入金の返済による支出 △19,416,334 △17,071,914

 配当金の支払額 △495,318 △496,543

 リース債務の返済による支出 △30,731 △28,085

 財務活動によるキャッシュ・フロー 8,141,256 12,201,596

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 18,818

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △214,762 △488,452

現金及び現金同等物の期首残高 2,264,434 2,433,238

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,049,672 ※  1,944,785
 

EDINET提出書類

常和ホールディングス株式会社(E04084)

四半期報告書

14/21



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　　偶発債務

次のとおり債務保証を行っております。

 

　
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

従業員の住宅ローン 17,873千円 11,446千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 2,049,672千円 1,944,785千円

現金及び現金同等物 2,049,672千円 1,944,785千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月19日
定時株主総会

普通株式 495,984 30.00 平成25年３月31日 平成25年６月20日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月６日
取締役会

普通株式 495,984 30.00 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金
 

 

３　株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 495,983 30.00 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 495,983 30.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
 

 

３　株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２不動産事業 ホテル事業 ゴルフ事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 8,283,596 2,736,056 328,143 11,347,796 ― 11,347,796

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

39,167 5,792 7,206 52,166 △52,166 ―

計 8,322,764 2,741,849 335,350 11,399,963 △52,166 11,347,796

セグメント利益 3,174,754 802,599 28,018 4,005,371 △593,166 3,412,205
 

(注) １ セグメント利益の調整額△593,166千円には、セグメント間取引消去258,394千円、及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△851,561千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２不動産事業 ホテル事業 ゴルフ事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 10,715,968 2,719,327 341,379 13,776,675 ― 13,776,675

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

79,619 6,883 7,780 94,284 △94,284 ―

計 10,795,588 2,726,211 349,159 13,870,959 △94,284 13,776,675

セグメント利益 3,643,614 624,345 42,399 4,310,359 △40,771 4,269,587
 

(注) １ セグメント利益の調整額△40,771千円には、セグメント間取引消去931,107千円、及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△971,879千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

３　第１四半期連結会計期間より当社グループにおいて経営管理料制度を導入しております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 102円83銭 124円 78銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 1,700,136 2,062,972

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,700,136 2,062,972

普通株式の期中平均株式数(株) 16,532,833 16,532,777
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

固定資産の取得　

当社連結子会社の常和不動産㈱は、平成26年10月２日開催の取締役会において、当社グループの優良収益物件

投資の一環として以下のとおり固定資産（信託受益権）を取得することを決議いたしました。

 

取得物件の内容 「パークシティ武蔵小杉プラザ」

 神奈川県川崎市中原区新丸子東三丁目

 商業施設

 土地 　6,104.63㎡（登記簿上）

 建物　12,223.72㎡（登記簿上）

取得価額（消費税別） 10,800百万円

契約締結日 平成26年10月２日

引渡予定日 平成26年12月17日
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２ 【その他】

第38期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                                495,983千円

②　１株当たりの金額      　                      30円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月４日

常和ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　　入　　正　　幸　　印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   宮　　下  　　　 毅   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   江　　下　　　　　聖   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている常和ホールディ

ングス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月

１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、常和ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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